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提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第 2条第 2号の規定により提案するもの

である。 

資料 1 

 



直方市立小中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する条例施行規則  

 

（趣旨） 

第1条 この規則は、直方市立小中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公

務災害補償に関する条例（平成 14年直方市条例第 5号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

（災害発生報告）  

第2条 直方市立の小学校及び中学校の校長は、その学校の学校医、学校歯科医及

び学校薬剤師（以下「学校医等」という。）について、公務に基づくと認めら

れる災害（公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する法律（昭和32年法律第143号。以下「法」という。）第2条に規定する「災

害」をいう。以下同じ。）が発生したときは、直方市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）に対し、速やかに学校医等災害報告書（様式第 1号）により

その旨を報告しなければならない。  

（補償の通知） 

第3条 条例第2条による通知は、公務災害補償通知書（様式第 2号）により行う。 

（補償請求の手続）  

第4条 法及び条例の規定により、補償を受けようとする者は、次の各号に定める

区分により当該各号に定める補償の請求書を、学校医等の所属学校の校長を経

由して教育委員会に提出しなければならない。  

(1) 療養補償の請求  療養補償請求書（様式第3号） 

(2) 休業補償の請求  休業補償請求書（様式第4号） 

(3) 傷病補償の請求  傷病補償年金請求書（様式第5号） 

(4) 障害補償の請求  障害補償（年金・一時金）請求書（様式第 6号）、障害

補償年金差額一時金請求書（様式第 7号）又は障害補償年金前払一時金請求書

（様式第8号） 

(5) 介護補償の請求  介護補償請求書（様式第9号） 

(6) 遺族補償の請求  遺族補償年金請求書（様式第10号）、遺族補償年金前払

一時金請求書（様式第11号）又は遺族補償一時金請求書（様式第 12号） 

(7) 葬祭補償の請求  葬祭補償請求書（様式第13号） 

（障害の程度の変更通知）  



第5条 教育委員会は、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害

補償の基準を定める政令（昭和 32年政令第283号。以下「政令」という。）第 4

条の2第4項又は第5条第9項の規定により、新たに行うべき傷病補償又は障害補

償を行う決定をしたときは、速やかに、当該補償を受けるべき者に書面でその

旨を通知するものとする。  

（遺族補償年金の請求の代表者）  

第6条 遺族補償年金を受ける権利を有する者が 2人以上あるときは、これらの者

は、そのうちの1人を遺族補償年金の請求及び受領についての代表者に選任しな

ければならない。ただし、世帯を異にする等やむを得ない事情のため代表者を

選任することができないときは、この限りでない。  

2 遺族補償年金を受ける権利を有する者は、前項の規定により、代表者を選任し、

又はその代表者を解任したときは、速やかに書面でその旨を教育委員会に届け

出なければならない。この場合には、併せて、その代表者を選任し、又は解任

したことを証明することができる書類を提出しなければならない。  

（年金証書） 

第7条 教育委員会は、年金たる補償の支給の決定の通知をするときは、当該補償

を受けるべき者に対し、あわせて年金証書（様式第 14号）を交付するものとす

る。 

2 教育委員会は、既に交付した年金証書の記載事項を変更する必要が生じた場合

は、当該証書と引換えに新たな証書を交付するものとする。  

3 教育委員会は、必要があると認めるときは、年金証書の提出又は提示を求める

ことができる。 

第8条 年金証書の交付を受けた者は、当該証書を亡失し、又は著しく損傷したと

きは、再交付の請求書に亡失の理由を明らかにすることができる書類又は損傷

した証書を添えて、証書の再交付を教育委員会に請求することができる。  

第9条 年金証書の交付を受けた者又はその遺族は、当該証書に係る年金たる補償

を受ける権利が消滅した場合には、遅滞なく、当該年金証書を教育委員会に返

納しなければならない。  

（定期報告） 

第10条 年金たる補償を受ける者は、教育委員会の定めるところにより、毎年 1

回2月1日から同月末日までの間に、その障害の現状又は遺族補償年金の支給額

の算定の基礎となる遺族の現状に関する報告書を教育委員会に提出しなければ



ならない。ただし、教育委員会があらかじめその必要がないと認めて通知した

場合は、この限りでない。  

（届出） 

第11条 年金たる補償を受ける者は、次の各号に掲げる場合には、遅滞なくその

旨を教育委員会に届け出なければならない。  

(1) 氏名又は住所を変更した場合  

(2) 傷病補償年金を受ける者にあっては、次に掲げる場合  

ア その負傷又は疾病が治った場合  

イ その障害の程度に変更があった場合  

(3) 障害補償年金を受ける者にあっては、その障害の程度に変更があった場合  

(4) 遺族補償年金を受ける者にあっては、次に掲げる場合  

ア 政令第10条第1項（同項第1号を除く。）の規定により、その者の遺族補

償年金を受ける権利が消滅した場合  

イ その者と生計を同じくしている遺族補償年金を受けることができる遺

族の数に増減を生じた場合  

ウ 遺族補償年金を受ける権利を有する妻にその者と生計を同じくしてい

る他の遺族で遺族補償年金を受けることができる者がない場合において、

その妻が満55歳に達したとき（障害の状態（政令第8条第1項第4号に規定

する障害の状態をいう、以下この号において同じ。）にあるときを除く。）

又は障害の状態になったとき、若しくはその事情がなくなったとき。（満

55歳以上であるときを除く。）  

2 補償を受ける権利を有する者が死亡した場合には、その者の遺族は遅滞なくそ

の旨を教育委員会に届け出なければならない。  

3 前2項の届出をする場合には、その事実を証明することができる書類その他の

資料を教育委員会に提出しなければならない。  

（未支給の補償の請求等）  

第12条 政令第20条第1項の規定により未支給の補償を請求しようとする者は、未

支給の補償請求書（様式第15号）を教育委員会に提出しなければならない。  

2 政令第20条第3項に規定する未支給の補償請求及び受領については、第 6条第1

項の規定を準用する。  

（第三者の行為による災害についての届出）  

第13条 補償の原因である災害が第三者の行為によって生じたときは、補償を受



けるべき者は、その事実、第三者の氏名及び住所（第三者の氏名及び住所が分

からないときはその旨）並びに被害の状況を遅滞なく教育委員会に届け出なけ

ればならない。 

（学校長の支援及び証明）  

第14条 法及び条例の規定により補償を受けるべき者が、事故その他の理由によ

り補償の請求に必要な手続を行うことが困難であるときは、学校医等の所属学

校長は、これに必要な支援を行うものとする。  

2 学校医等の所属学校長は、法及び条例の規定により補償を受けるべき者の要求

に応じ、速やかに必要な証明をしなければならない。  

（記録簿） 

第15条 教育委員会は、補償を行うときは、次に掲げる記録簿を備え、これに所

要事項を記録するものとする。  

(1) 災害補償記録簿  

(2) 傷病補償年金記録簿  

(3) 障害補償年金記録簿  

(4) 遺族補償年金記録簿  

（補則） 

第16条 この規則に定めるもののほか補償に関し必要な事項は、教育長が定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。  



様式第１号（第２条関係） 

 

学校医等災害報告書 

年  月  日 

（あて先）直方市教育委員会 

 

直方市立       学校長               ※認定番号 第    号 

１

被

災

職

員

に

関

す

る

事

項 

氏 名 
□男 

□女 
生年月日 

    年   月   日 

（満    歳） 

住 所  

職 名  

災害発生日時 年   月   日（  曜日） 
午前 

午後 
  時   分 

災害発生場所  

傷 病 名  

傷 病 の 部 位 

及びその程度 
 

配 偶 者 

家 族 員 数 

□有  □無 

家族     人 

補償を受ける 

べ き 者 

氏 名  
被 災 職 員 

と の 続 柄 
 

住 所  

 

※受理   年   月   日 

※認定 

  年   月   日 

※通知   年   月   日 □公務上  □公務外 

 

  



２

災

害

発

生

の

状

況 

（災害発生の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公務上の災害と認める理由） 

 

 

 

 

 

 

添付書類名 
 

 

【注意事項】 

１ 報告者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

２ 「職名」の欄には、「○○学校学校医」等と記入すること。 

３ 「（災害発生の状況）」の欄の記入にあたって別紙用紙を用いるときは、本欄に「別紙のと
おり」と記入すること。 

４ この報告書には、次に掲げる書類を添付すること。 

（１）医師の所見、定期健康診断の記録、既往症歴等、災害が公務上のものであるかどう
かを認定するために必要な事項を記載した書類 

（２）死亡の場合は、死亡診断書、死体検案書、検視調書、その他職員の死亡の事実及び
その死亡が公務に基づく事由によるものであることを証明する書類又はその写し 

（３）災害が第三者の行為によって生じたものであるときは、その事実、第三者の氏名及
び住所（第三者の氏名及び住所が分からないときはその旨）を記載した書類 

（４）その他直方市教育委員会が必要と認める書類 



様式第２号（第３条関係） 

第        号 

年   月   日 

                   様 

直方市教育委員会 

 

公務災害補償通知書 

 

あなたは､直方市立小中学校の学校医､学校歯科医､及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例施行規則の規定により､下記の災害に対する補償を受けることが出来ますので､通知

します｡ 

 

記 

 

1 被災職員の氏名  

2 認 定 番 号 第          号 

3 災害発生年月日 年     月     日 

4 傷 病 名 

 

 

 

 

以上 

 



補 償 の 内 容 
 
 

１ あなたが被災職員である場合 
（１）療養補償 

公務上の負傷又は疾病については、右の範囲
で療養上相当と認められるものを療養補償とし
て受けることができます。 

 
 
 

ア 診察 
イ 薬剤又は治療材料の支給 
ウ 処置、手術その他の治療 
エ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世

話その他の看護 
オ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話

その他の看護 
カ 移送 

（２）休業補償 
公務上の負傷又は疾病の療養のため勤務その他の業務に従事することができない場合で、給与その他の収

入を得ることができないときは、その期間、1 日につき補償基礎額の 60/100 に相当する金額の休業補償を受
けることができます。 

（３）傷病補償年金 
公務上の負傷又は疾病に係る療養の開始後 1 年 6 月を経過した日以後において、当該負傷又は疾病が治ら

ず、かつ、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令（昭和 32 年政
令第 283 号。以下｢政令｣という。）に定められている程度の障害の状態が継続しているときは、その期間、そ
の程度に応じて傷病補償年金を受けることができます。 

なお、傷病補償年金を受ける場合には、休業補償を受けることができません。 
（４）障害補償 

公務上の負傷又は疾病が治った場合において、政令に定められている程度の障害が残ったときは、その程
度に応じて障害補償年金又は障害補償一時金を受けることができます。 

（５）障害補償年金前払一時金 
（４）により障害補償年金を受けることができる場合は、政令に定められている申出を行うことにより、

障害の程度に応じた額の範囲で選択した障害補償年金前払一時金を受けることができます。 
なお、障害補償年金前払一時金を受ける場合には、障害補償年金の支給は、一定期間停止されることにな

ります。 
（６）介護補償 

傷病補償年金又は障害補償を受けることができる場合で、政令別表第 4 で定める程度の障害により常時又
は随時介護を要する状態にあり、かつ、実際に介護を受けているときはその期間（病院等に入院している期
間を除く。）、介護補償を受けることができます。 

２ あなたが被災職員以外のものである場合 
（１）遺族補償 

あなたが公務上死亡した職員の遺族であって、政令第 8 条並びに政令附則第 2 条の 3 及び第 2 条の 4 の規
定に該当する場合は遺族補償年金の、政令第 12 条の規定に該当する場合は遺族補償一時金を受けることがで
きます。 

（２）遺族補償年金前払一時金 
あなたが（１）により遺族補償年金を受ける権利を有する場合には、政令に定められている申出を行うこ

とにより、一定の額の範囲で選択した遺族補償年金前払一時金を受けることができます。 
なお、遺族補償年金前払一時金を受ける場合には、遺族補償年金の支給は、一定期間停止されることにな

ります。 
（３）葬祭補償 

あなたが公務上死亡した職員の葬祭を行うものである場合は、政令第 18 条に定める額に補償基礎額の 30
倍に相当する額を加えた金額の葬祭補償を受けることができます。ただし、その金額が補償基礎額の 60 倍に
満たないときは、補償基礎額の 60 倍に相当する金額の葬祭補償を受けることができます。 

（４）障害補償年金差額一時金 
あなたが障害補償年金の受給権者の遺族であって、死亡した受給権者に支給された障害補償年金及び障害

補償年金前払一時金の合計額が政令に定める障害の程度に応じた額に満たないときは、その差額に相当する
額の障害補償年金差額一時金を受けることができます。 

（５）未支給の補償 
あなたが補償の受給権者の遺族であって、死亡した受給権者に支給されるべき補償でまだ支給されなかっ

た分がある場合は、その未支給分の補償を受けることができます。 
 
【注意事項】 
 あなたは、上記の事由に該当したときは、それぞれの事由に応ずる補償を受けられますので、速やかに該当する
補償の請求書を提出して下さい。 
 なお、直方市教育委員会とよく連絡を取って、その指示を受けてください。 

 



様式第３号（第４条関係） 

 

療養補償請求書 
認定番号    第    号 

請求回数    第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の療養補償を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                 

氏    名                 

（補償費用の受領委任） 

この請求書による療養補償の費用の受領を               に委任します。 

氏 名（署 名）                 

委任に基づく

支払請求 

上記委任に基づき、この請求書による療養補償の費用の支払を請求します。

支払請求者の住所               

氏  名（署名）               

1（氏名及び生年月日） 

年   月   日生   

2 （住所） 

3（職名） 4 （負傷又は発病年月日） 

年   月   日   

5 診療費 内訳は「13医師の証明」欄記載のとおり 円 

6 調剤費 内訳は「14薬剤師の証明」欄記載のとおり 円 

7 看護料 
□看護士  年  月  日から 

□付添婦  年  月  日まで 
日間  円 

8 移送費 

（交通費） 

□片道 

   から  まで     km□往復   回 

円 

（その他の移送費） 円 

9 上記以外 

の療養費 

  
円 

10 療養補償請求金額（5～9の合計額） 円 

11 添付する書類その他の資料名   

12 口座振替

希 望 の

場 合 

振 込 先

金融機関名 
銀行   支店 

※受 理 年 月 日 

※決 定 年 月 日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年 月 日 

口座番号  ※支 払 年 月 日 

預金名義者  ※決定金額 円 

 



【注意事項】 

 1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

 2 「（補償費用の受領委任）」の欄には、診療に当たった医師若しくは医療機関等又は調剤

に当たった薬剤師若しくは薬局に補償費用の受領を委任しようとする場合にのみ記載し、

その他の場合には、記入しないこと。 

 3 「3（職名）」の欄には、「○○○学校学校医」等と記入すること。 

 4 「7 看護料」及び「8 移送費」については、費用の領収書又はこれに代わる証明書及び

明細書を添付すること。 

 5 「9 上記以外の療養費」の欄には、入院料に食事料を含まない場合の食事料及び医療に

必要な治療材料等の名称、数量及び費用を記入し、その領収書及び明細書を添付すること。 

 6 2号紙または3号紙の記入に代えて、同様の事項を記入した医師、薬剤師又は柔道整復師の

証明書を添付してもよい。 



2号紙  

※13 医師の証明 （患者氏名） 

傷

病

名 

ア 

 

イ 

 

ウ 

診
療
開
始
日 

ア  年 月 日 

 

イ  年 月 日 

 

ウ  年 月 日 

診療

期間 

年 月 日から 

年 月 日まで 

診 療

実日数 日 

診

察

料 

初診 時間外･休日･深夜  回  点 

 

傷

病

の

経

過 

  

 
 

再

診 

再 診        回 

内 科 再 診        回 

時 間 外        回 

休日・深夜        回 

指導 回 転

帰 
年    月    日 

往

診 

普 通          回 

夜 間          回 

深夜・暴風雨雪・難路   回 

治癒 継続 転医 中止 死亡 

摘 要 

    

投

薬

料 

内服 薬剤         単位 

調・処         回 

屯服 
薬剤         単位 

調・処         回 

外用 
薬剤         単位 

調・処         回 

注

射

料 

皮下筋肉内           回 

静 脈 内          回 

そ の 他          回 

処

置

料 

（処置名・回数等）      回 

               回 

薬 剤            回 

麻

酔

料 

手

術

・ 

（手術名・回数等）      回 

               回 

薬 剤            回 

 

検

査

料 

（検査名・回数等）      回 

               回 

薬 剤            回 



レ
ン
ト
ゲ
ン
料 

（使用フィルム・回数等） 

回 

回 

回 

    

そ

の

他 

（治療名・回数等） 

入

院 

入院年月日 年   月   日 

病

院 

基

食 

看

特

２ 

入院基本診療料 

（室料・看護料・給食料）

           点 

普

食 

看

特

１ 

食有   ×   日間 

食無   ×   日間 

特食   ×   日間 

診

療

所 

基

・

寝

・

衣 

看

１ 

入院時医学管理料 

2 週間以内   ×  日間 

看

２ 

2 週間超～ 

 1月以内   ×  日間 

看

３ 
1月超～ 

 3 月以内   ×  日間 

3 月超     ×  日間 

その他 

診療報酬点数表により計算できるもの 
合計点数  1点単位 

× 
円 

診療報酬点数表により計算できないもの 
診断書料・入院室料 

差額等 
円 

診療費請求合計額 円 

 上記の事項は、事実と相違ないことを証明します。                 円 

        年   月   日 

 

  

病院又は

診療所の 

 所 在 地 

 名 称 

 医師氏名 



3号紙 

※14 薬剤師の証明 （患者氏名） 

処方せんを交付した病院又は診療所の 

 所 在 地 

 名 称 

 医 師 氏 名 

調 剤 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 
日間 調剤実日数   日 

調剤費の内訳 

金額（円） 処 方

月 日 

調 剤

月 日 
剤 型 処 方 

調 剤

数 量 

薬 剤

価 格 

調 剤

手数料 

月 日 月 日       円 円   

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日             

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日             

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日 

月 日 月 日 

調剤費の合計 円 

処方せんの枚数 枚 

 上記の事項は、事実と相違ないことを証明します。 

 

   年   月   日 

 

所 在 地                

薬局の 名 称                

薬剤師氏名                

 



様式第４号（第４条関係） 

休業補償請求書 
認定番号    第    号 

請求回数    第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の休業補償を請求します。 

請求年月日   年   月   日 

請求者の住所                       
氏 名                       

1 （氏名及び生年月日） 
年   月   日生    

2 （住所） 
 

3 （職名） 
 

4 （負傷又は発病年月日） 
年   月   日   

5 厚 生 年 金
保険法等の
適 用 

 □   の被保険者である。 
 □被保険者ではない。 

被保険者証書等の記号番号 所轄社会保険事務所等 

    

6 請 求 日 数 
  年  月  日から 
  年  月  日まで 

のうち  日 
全部休業日数   日 
一部休業日数   日 

7 収 入 

災害発生前3箇月の勤労収入総

額（臨時収入を除く。） 

 災害発生後請求日数期間内の勤労収入総額 

全部休業日数に係る分 一部休業日数に係る分 

円  円  円  

8 勤 務 先 等   

 

 

 

 

9 

休 業 補 償 請 求

金 額 の 計 算 

全部休業

の 場 合 

勤労収入が

な い 場 合 

補 償 
基礎額 

請求 
日数 

 

円×  日×60/100＝              円 

勤労収入が

あ る 場 合 

補 償 
基礎額 

請求 
日数 

 全部休業日数に係
る勤労収入総額 

円×  日×60/100－    円＝        円 

一部休業の場合 

補 償 
基礎額 

請求 
日数 

 一部休業日数に係
る勤労収入総額 

（   円×   日－      円）×60/100＝    円 

支給額が制限される等
の場合 

円 

10 休業補償請求金額   

※ 

11 

（傷病） （現在の状況） 

         年  月  日 

 □治癒 □死亡 □中止 

 □継続中 □転医 
医

師

の

証

明 

（請求日数のうち治療のため勤務することができなかった

と認められる日数） 

（勤務することができなかったと認められ

る理由） 

 年  月  日から 

年  月  日まで 
のうち   日 

 上記のとおりであることを証明します。 

      年  月  日 

 

医師氏名                 

病院または

診療所の 

 

所在地 

 

名称 

12 添付する書類その他の資料   

13 

口座振

替希望

の場合 

振 込 先

金融機関名 
銀行    支店  

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金   □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号   ※支 払 年  月  日 

預金名義人   ※決定金額 円 



【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「3（職名）」の欄には、「○○○学校学校医」等と記入すること。 

3 「7収入」の欄の勤労収入には、自営業による収入及び会社の顧問等役員としての収入等を

含み、配当所得、家賃収入等の資産を基礎として生じた収入は含まない。 

4 「8勤務先等」の欄には、勤労収入を得ている場合に記入するものとし、勤務先名、役職名

等を記入すること。 

5 「※11医師の証明」の欄には、入院中の場合のように既に療養補償請求書等によって療養の

ため勤務できないことが明らかに認められるときは、この請求書において重ねて医師の証明

を求めて記入する必要はない。 

6 この請求書を提出するとき、既に当該休養補償と同一の事由によって次に掲げる年金の給付

を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年金証書の記号番号及び所

轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、この請求書に係る休業補償の支

給決定後に次に掲げる年金の支給を受けることとなった場合には、速やかにその旨を書類で

報告すること。 

（1）厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 

（2）国民年金法の規定による障害基礎年金（同法第30条の4の規定による障害基礎年金並び

に国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法及び私立学校教職員共済法の規定に

よる障害共済年金の事由と同一の事由により支給される障害基礎年金を除く。） 

（3）国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号。以下「昭和60年法律第34

号」という。）第5条の規定による改正前の船員保険法の規定による傷害年金 

（4）昭和60年法律第34号第3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定による障害年金 

（5）昭和60年法律第34号第1条の規定による改正前の国民年金法の規定による傷害年金 



様式第５号（第４条関係） 

傷病補償年金請求書 
認定番号 第    号 

※年金証
 書番号 

第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の傷病補償年金を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                 

氏    名                 

1 （氏名及び生年月日） 

年   月   日生 

2 （住所） 

 

3 （職名） 

 

4 （負傷又は発病年月日） 

年   月  日 

5 （傷病等級） 

第   級第   号 

6 （傷病等級該当年月日） 

年   月  日 

7 （傷病の名称、部位及びその状態） 

8 （既存障害の部位及びその程度） 

9 （日常生活の状態） 

10 

 

 

厚 生 年 金 

保 険 法 等 

の 適 用 

□    の被保険者である。 

□被保険者ではない。 

被保険者証書等
の 記 号 番 号 

所 轄 社 会 保 険 

事 務 所 等 

    

11 

 

 

傷病補償年

金請求年額

の 計 算 

通 常 の 場 合 
（年金補償基礎額）（倍数） 

       円×   ＝         円 

支給額が制限さ

れる等の場合 
円 

12 傷病補償年金請求金額 円 

13 添付する書類その他の資料   

14 

 

 

口 座 振 替 

希 望 の 

場 合 

振 込 先 

金 融 機 関 名 

銀行 

  支店 
※受 理 年  月  日 

  ※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号   ※支給開始 年  月 

預 金 名 義 者   ※決定年額 円 



【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「3（職名）」の欄には、「○○○学校学校医」等と記入すること。 

3 「7（傷病の名称、部位及びその状態）」の欄の記入事項が添付する診断書の記載事項と同

じであるときは、「診断書のとおり」と記入すること。 

4 この請求書には、傷病等級の決定に必要な医師の診断書その他の書類及び資料を添付するこ

と。 

5 この請求書を提出する場合、既に当該傷病補償年金と同一の事由によって次に掲げる年金の

給付を受けているときには、その年金の種類、年額、支給開始年月、年金証書の記号番号及

び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、この請求書に係る傷病補償

年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けることとなった場合には、速やかにその旨

書類で報告すること。 

（1）厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 

（2）国民年金法の規定による障害基礎年金（同法第30条の4の規定による障害基礎年金並び

に国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法及び私立学校教職員共済法の規定

による障害共済年金の事由と同一の事由により支給される障害基礎年金を除く。） 

（3）国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年法律34号。以下「昭和60年法律第34号」

という。）第5条の規定による改正前の船員保険法の規定による障害年金 

（4）昭和60年法律第34号第3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定による障害年 

金 

（5）昭和60年法律第34号第1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障害年金 



様式第６号（第４条関係） 

障害補償（年金・一時金）請求書 
認定番号 第    号 

※年金証
 書番号 

第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の障害補償を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                 

氏    名                 

1 （氏名及び生年月日） 

年   月   日生 

2 （住所） 

 

3 （職名） 

 

4 （負傷又は発病年月日） 

年   月  日 

5 （障害等級） 

第   級第   号 

6 （治癒年月日） 

年   月  日 

7 （障害の部位及びその程度） 

8 （既存障害の部位及びその程度） 

9 

厚生年金

保険等の

適 用 

□    の被保険者である。 

□被保険者ではない。 

被 保 険 者 証 書
等 の 記 号 番 号 

所 轄 社 会 保 険 

事 務 所 等 

  

10 

障害補償

請求額の

計 算 

年金の

場 合 

通 常 の 場 合 
（年金補償基礎額）（倍数） 

     円 ×    ＝     円 

支給額が制限さ

れる等の場合 
円 

一時金

の場合 

通 常 の 場 合 
（年金補償基礎額）（倍数） 
     円 ×    ＝     円 

支給額が制限さ

れる等の場合 
円 

11 障害補償請求金額 円 

12 添付する書類その他の資料   

13 
口 座 振

替 希 望

の 場 合 

振 込 先 

金 融 機 関 名 

銀行 

支店 

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号 
  ※支給開始 

（ 年 金 ） 
年  月 

預 金 名 義 者 
  ※支 払 

（一時金） 
年  月  日 

  
※決定金額 

□年 金 

□一時金 
円 



【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「3（職名）」の欄には、「○○○学校学校医」等と記入すること。 

3 「7（障害の部位及びその程度）」の欄の記入事項が添付する診断書の記載事項と同じであ

るときは、「診断書のとおり」と記入すること。 

4 「8（既存障害の部位及びその程度）」の欄には、新たに既存の障害の程度を加重した場合

に記入するものとし、特に既存障害について障害補償を支給されたときには、その該当等級

を明記すること。 

5 「9校正年金保険法等の適用」の欄には、障害補償年金を受けようとする者について記入す

ること。 

6 この請求書には、治癒の時期の決定及び障害等級の決定に必要な医師の診断書その他の書類

及び資料を添付すること。 

7 この請求書を提出する場合、既に当該障害補償年金と同一の事由によって次に掲げる年金の

給付を受けているときには、その年金の種類、年額、支給開始年月、年金証書の記号番号及

び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、この請求書に係る障害補償

年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けることとなった場合には、速やかにその旨

書類で報告すること。 

 （1）厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 

 （2）国民年金法の規定による障害基礎年金（同法第30条の4の規定による障害基礎年金並び

に国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法及び私立学校教職員共済法の規定

による障害共済年金の事由と同一の事由により支給される障害基礎年金を除く。） 

 （3）国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号。以下「昭和60年法律第34

号」という。）第5条の規定による改正前の船員保険法の規定による障害年金 

 （4）昭和60年法律第34号第3条の規定による改正前の厚生年金保険法の規定による障害年

金 

 （5）昭和60年法律第34号第1条の規定による改正前の国民年金法の規定による障害年金 



様式第７号（第４条関係） 

障害補償年金差額一時金請求書 認 定 番 号 第      号 

（あて先）直方市教育委員会 

 

 下記の障害補償年金差額一時金を

請求します。 

請 求 年 月 日    年    月    日 

請 求 者 の 住 所 

氏 名 

死亡職員との続柄

又 は 関 係 

               

               

 

               

1 

死亡職員

に関する

事 項 

（氏名） （生年月日） 

年 月 日生 

（職名） 

（死亡時の障害等級） 

第    級第    号 

（死亡年月日） 

年   月   日 

（既存障害の部位及びその程度） 

2 
受 給 権 者 

の 氏 名 

死亡職員と
の続柄又は
関 係 （補償基礎額）（乗ずべき数） 

支給された年金
及び前払一時金
の 額 の 総 計 

時
金
請
求
金
額
の
計
算 

障
害
補
償
年
金
差
額
一 

  

（      円×     －        円） 

× 1/（受給権者の数） ＝           円 

  

  

障害補償年金が支給され

て い た 場 合 

年金証書番号 第      号 

支給された年

金 額 の 合 計 
円 

障害補償年金前払一時金

が支給されていた場合 

年金証書番号 第      号 

支給された前

払一時金の額 
円 

総   計 円 

3 障害補償年金差額一時金請求金額 円 

4 添付する書類その他の資料名   

5 

口 座 振

替 希 望

の 場 合 

振 込 先 

金 融 機 関 名 

銀行 

支店 

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号   ※支 払 年  月  日 

預 金 名 義 者   ※決定金額 円 



【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「1死亡職員に関する事項」の欄中「（職名）」には、「○○○学校学校医」等と記入する

こと。また、同欄中「（既存障害の部位及びその程度）」には、新たに既存の障害の程度を加

重した場合に記入するものとし、特に既存障害について障害補償を支給されたときは、その該

当等級を明記すること。 

3 この請求には、次に掲げる書類を添付すること。 

 （1）障害補償年金の受給権者の死亡診断書、死体検案書、検死調書その他当該障害補償年

金の受給権者の死亡の事実を証明する書類又はその写し 

 （2）請求者の氏名、本籍及び死亡した障害補償年金の受給権者との続柄又は関係に関する

市区町村長の発行する証明書（戸籍の謄本又は抄本でもよい。） 

 （3）請求者が、障害補償年金の受給権者の死亡の当時その者と生計を同じくしていた配偶

者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹であるときは、障害補償年金の受給権者の死

亡の当時、生計を同じくしていた事実を認めることのできる書類 

 （4）請求者が、婚姻の届出をしていないが、障害補償年金の受給権者の死亡の当時事実上

婚姻関係と同様の事情にあった者であるときは、その事実を認めることのできる書類 

 （5）請求者が、配偶者以外の者であるときは、他に先順位者のないことを証明する書類 

 （6）請求者が、死亡した障害補償年金の受給権者の遺言又は直方市教育委員会に対する予

告により特に指定された者であるときは、これを証明する書類 



様式第８号（第４条関係） 

障害補償年金前払一時金請求書 
認定番号 第    号 

※年金証
 書番号 

第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の障害補償年金前払一時金を

請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                 

氏    名                 

1 （障害等級） 

第   級第   号 

2 （既存障害の部位及びその程度） 

3 請求者が選択する障害補

償年金前払一時金の額 

□障害補償年金前払一時金の限度額 

補償基礎額の 

□1,200倍 

□1,000倍 

□ 800倍 
□ 600倍 

□ 400倍 

□ 200倍 

に相当する額 

4 障害補償年金前払一時

金 の 請 求 額 

（1）限度額を選択した場合 

円 

（2）限度額以外を選択した場合 

 （補償基礎額） （倍数） 

円×     ＝           円 

5 障害補償年金前払一時

金の申出を行った月ま

での期間に係る障害補

償年金の額の合計額 

年    月分から 

 

年    月分まで 

円 

6 障害補償年金の支給決

定に関する通知を受け

た 年 月 日 

年   月   日 

7 

口 座 振

替 希 望

の 場 合 

振 込 先 

金 融 機 関 名 

銀行 

支店 

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号  ※支 払 年  月  日 

預 金 名 義 者  ※決定金額 円 

【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「2（既存障害の部位及びその程度）」の欄には、新たに既存の障害の程度を加重した場合

に記入するものとし、特に既存障害について障害補償を支給されたときは、その該当等級を

明記すること。 

3 「5障害補償年金前払一時金の申出を行った月までの期間に係る障害補償年金の額の合計額」

及び「6障害補償年金の支給決定に関する通知を受けた年月日」の欄には、障害補償年金の

最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないこと。 



様式第９号（第４条関係） 

介護補償請求書 
認定番号 第    号 

請求回数 第    回 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の介護補償を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                 

氏    名                 

1 
氏名                 年  月  日生（   歳） 

被
災
職
員
に

関
す
る
事
項 

職名 
負傷又は発病の年月日         

      年   月   日 

2 

傷病等級

又は障害

等 級 

□傷病等級（第  級  号） 

□障害等級（第  級  号） 
3 

年金証書

の 番 号 
第     号 

4 介護を要する状態の常時又は随時の別 
□常時介護を要する状態 

□随時介護を要する状態 

5 

請求対象年月 

介護費用を支出

せずに介護を受

けた日の有無 

介護費用として支

出 し た 額 
請 求 月 額 

請
求
金
額
等 

年  月 □有  □無 円 円 

年  月 □有  □無 円 円 

年  月 □有  □無 円 円 

介護補償請求金額（請求月額の合計） 円 

6 

介 護 を

受 け た

場 所 

□居宅 □病院・施設等（名称：               ） 

 入院・入所期間（   年  月  日～   年  月  日） 

7 
氏名 

請 求 者 と の 

続柄又は関係 
請求者が介護を受けた期間 

介
護
に
従
事
し
た
者 

  
年  月  日～  年  月  日 

  
年  月  日～  年  月  日 

  
年  月  日～  年  月  日 

  



8 

口座振込 

振 込 先 

金融機関名 

銀行 

支店 
※受 理 年  月  日 

送
金
希
望
の
場
合 

□ 普通預金 □ 当座預金 
※決定金額 円 

口 座 番 号  

預金名義者  ※通 知 年  月  日 

その他 
 

※支 払 年  月  日 

 

【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「5 請求金額等」の欄の「請求対象年月」、「介護費用を支出せずに介護を受けた日の有

無」、「介護費用として支出した額」、「請求月額」の項には、一の月ごとに記入すること。

なお当該欄が不足する場合には、別葉にしても差し支えないこと。 

3 「7 介護に従事した者」の欄には、介護費用を支出せずに介護を受けた日がある場合に当

該介護を行った者について記入すること。なお当該欄が不足する場合には、別葉にしても差

し支えない。 

4 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。 

（1）障害を有することに伴う日常生活の状態に関する医師又は歯科医師の診断書（ただし、

第2回目以後の請求において介護を要する状態の常時又は随時の別に変更がない場合に

は、省略することができるものであること。） 

（2）介護補償を受けようとする期間における介護の事実並びに当該介護に従事した者の氏

名及び請求者との続柄又は関係を記載した書類（ただし、第2回目以後の請求において

一の月に介護費用を支出せず介護を受けた日があり当該介護を行う者が前回の請求に

おける介護費用請求書に記載された者と変更がない場合で、当該月に係る介護補償の請

求月額が政令で定める金額である月があるときには、その月に係る当該書類の添付を省

略することができるものであること。） 

（3）介護費用を支出して介護を受けた日がある場合にあっては、当該介護を受けた年月日

及び時間並びに当該介護費用として一の月に支出した額を証明することができる書類

（ただし、第2回目以後の請求において一の月に介護費用を支出せず介護を受けた日が

ある場合で、当該月に係る介護補償の請求金額が政令で定める金額である月があるとき

には、その月に係る当該書類の添付を省略することができるものであること。） 



様式第１０号（第４条関係） 

遺族補償年金請求書 
認定番号 第    号 

※年金証書
番 号 

第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の遺族補償年金を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者（代表者）の 

住    所                         

氏    名                         

死亡職員との続柄                 

1 死亡職員

に関する

事 項 

(氏名及び生年月日) 

年   月   日生 

(職名) 

(住所) (死亡年月日) 

年    月    日 

厚生年金保

険等の適用 

□     の被保険者であった。 

□被保険者でなかった。 

被保険者証書

等の記号番号 
 

所轄社会保険

事務所等 
 

2 請求の

事 由 
□職員の死亡 □先順位者の失権 

□胎児であった子の出生 □先順位者の所在不明 

3 請求者及

び遺族補

償年金を

受けるこ

とができ

る 遺 族 

氏 名 生 年 月 日 住 所 死亡職員との続柄 備 考 

     

     

     

     

     

4 既に遺族

補償年金

を受けて

い る 者 

氏 名 生 年 月 日 住 所 死亡職員との続柄 備 考 

     

     

     

5 遺族補償

年金請求

年額の計

算 

通 常 の 場 合 
(年金補償基礎額) (倍数) 

      円×   ×１/（請求者の数）＝     円 

支給額が調整される場合 円 

6 遺族補償

年金請求

年 額 

請求者が1人の場合又は代表者

を 選 任 し な い 場 合 
円 

代表者を選任した場合 
(5の請求年額) (請求者の数) 

  円×    ＝            円 

7 添 付 す る 書 類 そ の 他 の 資 料   

8 口 座 振 

 替 希 望 

 の 場 合 

振 込 先 

金融機関名 

銀行 

支店 

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号   ※支給開始年月 年     月 

預金名義者   

※ 決 定 金 額 

□請求者が1人の場合 

又は代表者を選任しない場合  

□代表者を選任した場合 

 

円 

  



【注意事項】 
1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 
2 「1死亡職員に関する事項」の欄中「（職名）」には、「○○○学校学校医」等と記入する

こと。 
3 「3請求者及び遺族補償年金を受けることができる遺族」の欄の備考には、その者が請求者

であるときは「請」、代表者であるときは「代」、障害等級第7級以上の障害の状態にある
ときは「障」、また、その者が請求者と生計を同じくしているときは「生」と明記すること。 

4 「4既に遺族補償年金を受けている者」の欄には、「2請求の事由」の欄の記入が「職員の死
亡」以外の場合に記入すること。 

5 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前に当該職員
の死亡について遺族補償年金の支給が行われていたときは、次の（1）、（3）及び（8）に
掲げる書類は添付する必要はない。 

 （1）職員の死亡診断書、死体検案書、検死調書その他職員の死亡の事実及びその死亡が公
務により生じたものであることを証明する書類又はその写し 

 （2）請求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族の氏名、本籍及び死
亡職員との続柄に関する市区町村長の発行する証明書（戸籍の謄本又は抄本でもよい。） 

 （3）請求者及び請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が職員の死亡の当時
その収入によって生計を維持していた事実を認めることのできる書類 

 （4）請求者が、婚姻の届出をしていないが、職員の死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事
情にあった者であるときは、その事実を認めることのできる書類 

 （5）請求者が妻1人で、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基
準を定める政令（昭和32年政令第283号。以下「政令」という。）第8条第1項第4号に
定める障害の状態にあるとき（55歳以上の場合を除く。）は、その者が職員の死亡の
時以後当該障害の状態にあったこと、及び当該障害の状態が生じ、又はその事情がな
くなったことを証明する医師の診断書その他の書類 

 （6）請求者（前号に該当する者を除く。）又は請求者以外の遺族補償年金を受けることが
できる遺族が政令第8条第1項第4号に定める障害の状態にある者であるときは、その者
が職員の死亡の当時から引き続きその障害の状態にあることを証明する医師の診断書
その他の書類 

 （7）請求者以外の遺族補償年金を受けることができる遺族が請求者と生計を同じくしてい
るときは、その事実を認めることのできる書類 

 （8）災害が第三者の行為によって生じたものであるときは、その事実、第三者の氏名及び
住所（第三者の氏名及び住所がわからないときは、その旨）を記載した書類 

 （9）請求者が2人以上ある場合で代表者を選任したときは、代表者以外の請求者の同意書等
その者が代表者であることを証明することができる書類。また、代表者を選任しない
ときは、その理由を記載した書類 

6 この請求書を提出するとき、既に当該遺族補償年金と同一の事由によって次に掲げる年金の
給付を受けている場合には、その年金の種類、年額、支給開始年月、年金証書の記号番号及
び所轄社会保険事務所等を記載した書類を添付すること。また、この請求書に係る遺族補償
年金の支給決定後に次に掲げる年金の給付を受けることとなった場合には、速やかにその旨
を書類で報告すること。 

 （1）厚生年金保険法の規定による遺族厚生年金 
 （2）国民年金法の規定による遺族基礎年金（国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60

年法律第34号。以下「昭和60年法律第34号」という。）附則第28条第1項の規定によ
る遺族基礎年金並びに国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法及び私立学校
教職員共済法の規定による遺族共済年金の事由と同一の事由により支給される遺族基
礎年金を除く。）又は国民年金法の規定による寡婦年金 

 （3）昭和60年法律第34号第5条の規定による改定前の船員保険法の規定による遺族年金 
 （4）昭和60年法律第34号第3条の規定による改定前の厚生年金保険法の規定による遺族年

金 
 （5）昭和60年法律第34号第1条の規定による改正前の国民年金法の規定による母子年金、

準母子年金、遺児年金又は寡婦年金 



様式第１１号（第４条関係） 

遺族補償年金前払一時金請求書 
認定番号 第    号 

※年金証
書番号 

第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

 下記の遺族補償年金前払一時金を

請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者（代表者）の 

住    所                   

氏    名                   

死亡職員との続柄                 

1 請求者（代表者）が選

択する遺族補償年金前

払 一 時 金 の 額 

 補償基礎額の 

□1,000倍 

□  800倍 
□ 600倍 

□ 400倍 

□ 200倍 

に相当する金額 

2 遺族補償年金前払一時

金 の 請 求 額 

（補償基礎額）（倍数） 

     円×    × １／（請求者の数）＝      円 

3 遺族補償年金前払一時

金の請求額の合計額 

（2の請求額）  （請求者の数） 

       円 ×     ＝            円 

4 遺族補償年金前払一時

金の申出を行った月ま

での期間に係る遺族補

償年金の額の合計額 

年    月分から 

年    月分まで 

    円 

5 遺族補償年金の支給決

定に関する通知を受け

た 年 月 日 

年    月    日 

6 口 座 振

替 希 望

の 場 合 

振 込 先 

金融機関名 

銀行 

支店 

※ 受 理 年  月  日 

※ 決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※ 通 知 年  月  日 

口 座 番 号   ※ 支 払 年  月  日 

預金名義者   

※決定金額 

□請求者が1人の場合又は代表者を選任しない場合 

□代表者を選任した場合 

円 

【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「4 遺族補償年金前払一時金の申出を行った月までの期間に係る遺族補償年金の額の合計

額」及び「5 遺族補償年金の支給決定に関する通知を受けた年月日」の欄には、遺族補償年

金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないこと。 

3 この請求書には、請求者が2人以上である場合で代表者を選任したときは、代表者以外の請求

者の同意書等その者が代表者であることを認めることができる書類、また、代表者を選任し

ないときは、その理由を記載した書類を添付すること。 



様式第１２号（第４条関係） 

遺族補償一時金請求書 認定番号 第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

下記の遺族補償一時金を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                  
氏    名                   
死亡職員との 
続柄又は関係                   

1 死亡職

員に関

する事

項 

（氏名） （生年月日） 

年 月 日生 

（職名） 

（住所） （死亡年月日） 

年  月  日 

2 

受給権者

の 氏 名 
生年月日 

死亡職員

との続柄

又は関係 （補償基礎額）   （倍数） 

支給された年金及

び前払一時金の額

の 総 計 

遺

族

補

償

一

時

金

請

求

金

額

の

計

算 

   
（       円×    －       円） 

×１／（受給権者の数）＝         円 
   

   

   

遺族補償

年金が支

給されて

いた場合 

年金の受給権者で

あった者の氏名 
年 金 証 書 番 号 支 給 さ れ た 年 金 額 の 合 計 

 第     号 円 

 第     号 円 

 第     号 円 

 第     号 円 

遺族補償年金前払一時金が

支 給 さ れ て い た 場 合 

年金証書番号 支給された前払一時金の額 

第     号 円 

3 遺族補償一時金請求金額 円 

4 添付する書類その他の資料   

5 口座振

替希望

の場合 

振 込 先 

金融機関名 

銀行 

支店 

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号   ※支 払 年  月  日 

預金名義者   ※決定金額 円 



【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「1死亡職員に関する事項」の欄中「（職名）」には、「○○○学校学校医」等と記入する

こと。 

3 「2遺族補償一時金請求金額の計算」の欄中「受給権者の氏名」には、すべての受給権者に

ついて記入すること。また、同欄中「遺族補償年金が支給されていた場合」には、この請求

書の提出前に当該補償の事由となった職員の死亡に係る遺族補償年金の支給が行われてい

た場合にのみ記入すること。 

4 この請求書には、次に掲げる書類を添付すること。ただし、この請求書の提出前に、当該職

員の死亡について遺族補償年金の支給が行われていたときは、次の（1）及び（8）に掲げ

る書類は添付する必要はない。 

 （1）職員の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他職員の死亡の事実及びその死亡が公

務により生じたものであることを証明する書類又はその写し 

 （2）請求者の氏名、本籍及び死亡職員との続柄又は関係に関する市区町村長の発行する証

明書（戸籍の謄本又は抄本でもよい。） 

 （3）請求者が、婚姻の届出をしていないが職員の死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者であるときは、その事実を認めることのできる書類 

 （4）職員の死亡に係る遺族補償年金を受けることができる遺族がなく、かつ、請求者に先

順位者がないことを証明する書類 

 （5）請求者が死亡職員の収入によって生計を維持していた子、父母、孫、祖父母及び兄弟

姉妹であるときは、職員の死亡の当時その収入によって生計を維持していた事実を認

めることのできる書類 

 （6）請求者が配偶者、死亡職員の収入によって生計を維持していた子、父母、孫、祖父母

及び兄弟姉妹以外の者で、主として死亡職員の収入によって生計を維持していたもの

であるときは、職員の死亡の当時主としてその収入によって生計を維持していた事実

を認めることのできる書類 

 （7）請求者が、死亡職員の遺言又は直方市教育委員会に対する予告により特に指定された

者であるときは、これを証明する書類 

 （8）災害が第三者の行為によって生じたものであるときは、その事実、第三者の氏名及び

住所（第三者の氏名及び住所がわからないときは、その旨）を記載した書類 



様式第１３号（第４条関係） 

葬祭補償請求書 認定番号 第    号 

（あて先） 直方市教育委員会 

下記の葬祭補償を請求します。 

請 求 年 月 日   年   月   日 

請求者の住所                  

氏    名                   

死亡職員との 

続柄又は関係                   

1 死亡職員

に関する

事 項 

（氏名及び生年月日） 

年  月  日生 

（住所） 

 

（職名） （死亡年月日） 

年  月  日 

2 葬祭補償請求金額の計算 

①（政令で定める額）（補償基礎額） 

円＋     円×30＝      円 

②   （補償基礎額） 

円×60＝      円 

③ ①、②のうち高い方の金額 
□ ① 

□ ② 

3 葬祭補償請求金額 円 

4 添付する書類その他の資料   

5 口座振

替希望

の場合 

振 込 先  

金融機関名 

銀行 ※受 理 年  月  日 

支店 ※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号  ※支 払 年  月  日 

預金名義者  ※決定金額 円 

【注意事項】 

1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また、該当する□にレ印を記入すること。 

2 「1死亡職員に関する事項」の欄中「（職名）」には、「○○○学校学校医」等と記入する

こと。 

 



(第4面) 

  5 この証書を亡失したり、著しく損傷した場合は、再交付を直方市教育

委員会に請求してください。また、証書の記載事項に変更を生じた場

合は、この証書と引換えに新しい証書を交付します。 

6 あらかじめ直方市教育委員会からその必要がないと通知された場合

を除き、毎年2月1日から同月末日までの間に、直方市教育委員会に対

し、障害の現状又は遺族の現状に関する報告書を提出してください。 

7 この年金を受ける権利を失った場合は、この証書を直方市教育委員会

に返納してください。年金を受ける権利を失う場合は、次のいずれか

に該当したときです。 

 （1）傷病補償年金の場合 

  ア 受給権者が死亡した場合 

  イ 政令別表第2の傷病等級に該当しなくなった場合 

 （2）障害補償年金の場合 

  ア 受給権者が死亡した場合 

  イ 政令別表第3の障害補償表の第7級以上に該当しなくなった

場合 

 （3）遺族補償年金の場合 

  ア 受給権者が死亡した場合 

  イ 受給権者が婚姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と

同様の事情にある場合を含む。）をした場合 

  ウ 直系血族又は直系姻族以外の者の養子（届出をしていない

が、事実上養子縁組関係と同様の事情にある者を含む。）

となった場合 

  エ 離縁によって、死亡した職員との親族関係が終了した場合 

  オ 受給権者が死亡した職員の子、孫又は兄弟姉妹であるとき

は、その者が18歳に達したとき（その者が職員の死亡の当

時から引き続き政令第8条第1項第4号に定める障害の状態

にある場合を除く。） 

  カ 政令第8条第1項第4号に定める障害の状態にあることによ

り受給権者となっている者がその状態でなくなった場合 

  

 



様式第１４号(第７条関係) 

 

(第1面) 

 

 

 

 第     号   

 

 

 

 

年 金 証 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直 方 市 教 育 委 員 会 

 



(第2面) 

 

 

   受給権者の氏名                         

 

 

   受給権者の住所                         

 

 

 

     年   月   日生   

 

 

   補償の種類                           

 

 

 

   支給開始年月                  年    月  

 

 

 

 

   直方市立小中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例施行規則の規定により上記のとおり支給します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

年   月   日   

 

 

直方市教育委員会     

 

 

 

 

 



(第3面) 

  【 注 意 事 項】 

 

1 この証書は、直方市立小中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師
の公務災害補償に関する条例施行規則によって傷病補償年金、障害補
償年金又は遺族補償年金の支給を受ける権利を有することを証明す
る書類ですから、大切に保管してください。 

2 この補償は、毎年3月、6月、9月及び12月に、それぞれの前日までの
分を支払います。 

3 次の場合に該当することとなったときは、速やかにその事実を証明す
る書類を添えてその旨を直方市教育委員会に届け出てください。 

 （1）氏名又は住所を変更した場合 

 （2）この年金と同一の事由によって現に支給されている旧船員保険

法（国民年金等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号。
以下「昭和60年法律第34号」という。）第5条の規定による改正
前の船員保険法をいう。）、旧厚生年金保険法（昭和60年法律
第34号第3条の規定による改正前の厚生年金法をいう。）若しく
は旧国民年金法（昭和60年法律第34号第1条の規定による改正前
の国民年金法をいう。）の規定による年金の額が変更され若し
くはその支給を受けられなくなった場合又は厚生年金保険法若
しくは国民年金法の規定による年金の支給を受けることとなっ
た場合、その額が変更された場合又はその支給を受けられなく
なった場合 

 （3）傷病補償年金においては、その傷病等級に変更のあった場合 

 （4）傷害補償年金においては、その障害等級に変更のあった場合 

 （5）遺族補償年金においては、その算定の基礎となる遺族の数に増
減を生じた場合 

 （6）遺族補償年金で受給権者が妻1人だけの場合において、その妻が
55歳に達したとき（公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬
剤師の公務災害補償の基準を定める政令（昭和32年政令第283

号。以下「政令」という。）第8条第1項第4号に定める障害の状
態にあるときを除く。） 

 （7）遺族補償年金で受給権者が妻1人だけの場合において、その妻が
政令第8条第1項第4号に定める障害の状態になり、又はその状
態でなくなったとき（55歳以上であるときを除く。） 

4 この補償を受ける権利は、譲り渡し、又は国民生活金融公庫若しくは
沖縄振興開発金融公庫に担保に供する場合を除き、担保に供すること
はできません。また差押えを受けることもありません。 

  

 



様式第１５号(第１２条関係) 

 

未支給の補償請求書 

（あて先） 直方市教育委員会 

下記の未支給の補償を請求します。 

請求年月日   年   月   日 

請求者の住所                  
氏    名                  
死亡した受給 
権者との続柄                  

1 死亡した受

給 権 者 

氏 名 
 

死 亡 

年 月 日 
年     月     日 

2 未支給の補償の種類 

 年金たる補償のときは

年 金 証 書 の 番 号 

第        号 

3 未支給の補償請求額 円 

4 添 付 す る 書 類 

そ の 他 の 資 料 名 

 

5 口座振

替希望

の場合 

振 込 先 

金融機関名 

銀行 

支店 

※受 理 年  月  日 

※決 定 年  月  日 

□普通預金  □当座預金 ※通 知 年  月  日 

口 座 番 号  ※支 払 年  月  日 

預金名義者  ※決定金額 円 

 
【注意事項】 
1 請求者は、※印の欄には記入しないこと。また該当する□にレ印を記入すること。 
2 この請求書には、次に掲げる書類又は資料を添付すること。ただし、請求者が未支給の補
償とあわせて遺族補償を請求する場合には、当該遺族補償を請求するために提出すべき書類
又は資料については添付する必要はない。 
（1）死亡受給権者の死亡診断書、死体検案書、検視調書その他死亡受給権者の死亡を証明

する書類又はその写し 
（2）未支給の補償が遺族補償年金以外の補償であるときは、次に掲げる書類 

ア請求者の氏名、本籍及び死亡受給権者との続柄に関し、市町村長又は区長の発行す
る証明書（戸籍の謄本又は抄本） 

イ請求者が、死亡受給権者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたことを認める
ことのできる書類 

ウ請求者が、婚姻の届出をしていないが、死亡受給権者の死亡の当時事実上婚姻関係
と同様の事情にあったものであるときは、その事実を認めることができる書類 

（3）請求者が、配偶者以外の者であるときは、他に先順位者のないことを証明する書類 
（4）死亡受給権者が、この請求に係る未支給の補償分についてまだ請求をしていなかった

ときは、その請求を行うこととした場合に必要な書類その他の資料 



 

 

 

議案第２６号 

 

 

 

 

直方市小学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部改正について 

 

 

 

直方市小学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部改正について、

別紙のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 12月 17日 

           直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第2条第19号の規定により提案するもの

である。 

 

資料２ 

 



直方市小学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則  

 

直方市小学校給食費の管理に関する条例施行規則（令和 2年直方市規則第1号）

の一部を次のように改正する。  

第16条を第18条とし、第8条から第15条までを2条ずつ繰り下げ、第7条の次に次

の2条を加える。 

（給食費の決定及び通知）  

第8条 市長は、給食費の額を決定し、又は変更したときは、保護者に学校給食費

決定（変更）通知書兼納入通知書（別記様式 2）により通知するものとする。  

（督促及び催告等）  

第9条 市長は、学校給食費について、地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号。

次項において「令」という。）第 171条から第171条の4までの規定により、督促、

催告、強制執行その他必要な措置をとらなければならない。  

2 市長は、学校給食費について、令第171条の5から第171条の7までの規定により、

徴収停止、履行期限の延長その他必要な措置をとることができる。  

別記様式の次に次の 1様式を加える。 



 

附 則 

（施行期日） 

第1条 この規則は、公布の日から施行する。  

（直方市小学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則の一

部改正） 

第2条 直方市小学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

（令和3年直方市規則第49号）の一部を次のように改正する。  

第6条の改正規定の次に次のように加える。  

第8条中「学校給食費決定（変更）通知書兼納入通知書（別記様式第 2号）」を

「学校給食費決定（変更）通知書兼納入通知書（様式第 3号）」に改める。  

第8条第1号の改正規定中「第 8条第1号」を「第10条第1号」に改める。  

（直方市学校給食費の管理に関する条例施行規則の一部改正）  

第3条 直方市学校給食費の管理に関する条例施行規則（令和 3年直方市規則第50

号）の一部を次のように改正する。  

第19条を第21条とし、第11条から第18条までを2条ずつ繰り下げ、第 10条の次に

次の2条を加える。 

（給食費の決定及び通知）  

第11条 食費の額を決定し、又は変更したときは、保護者に学校給食費決定（変

更）通知書兼納入通知書（様式第 3号）により通知するものとする。  

（督促及び催告等）  

第12条 市長は、学校給食費について、地方自治法施行令（昭和 22年政令第16

号。次項において「令」という。）第 171条から第171条の4までの規定により、

督促、催告、強制執行その他必要な措置をとらなければならない。  

2 市長は、学校給食費について、令第 171条の5から第171条の7までの規定によ

り、徴収停止、履行期限の延長その他必要な措置をとることができる。  

様式第2号の次に次の 1様式を加える。 

 



　あります。なお、3月徴収分の確定金額は、2月以降にお知らせいたします。

徴収予定額

納入済額

納期限
合計

給食費

・口座振替を申し込まれている方については、各期別の納期限の日にご指定の口座から引き落としとなります。

・上記徴収額は、　月　日現在の金額になります。実施回数に応じて3月分の金額と合計が変更になる場合が

給食費

徴収予定額

納期限

給食費

直方市長　

　　年　月　日

学校給食費決定（変更）通知書兼納入通知書

　あなたの　年度の学校給食費を決定（変更）しましたので通知します。給食費は納期限までにご
納入ください。

対象月 ４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分

別記様式2

　　　　　　　　　　　　様

納入済額

納期限

対象月 ９月分 １０月分 １１月分 １２月分 １月分

徴収予定額

・納期限までに給食費の納入がない場合、市から督促の通知が送付されますので、ご注意ください。

・牛乳アレルギー対象の方は減額での金額となります。

・納付書払いの方の3月分の納付書については、金額確定後に発送いたします。

・滞納が続き、支払の意思が見られない時は、法的措置を執る場合があります。

納入済額

対象月 ２月分 ３月分



 

 

 

議案第２７号 

 

 

 

 

直方市学校給食費滞納整理等事務処理要綱の制定について 

 

 

 

直方市学校給食費滞納整理等事務処理要綱の制定について、別紙のとお

り提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 12月 17日 

           直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第2条第19号の規定により提案するもの

である。 

資料 3 

 



直方市学校給食費滞納整理等事務処理要綱  

 

（趣旨） 

第1条 この要綱は、学校給食法（昭和 29年法律第160号）第11条及び直方市小学

校給食費の管理に関する条例施行規則（令和 2年直方市規則第1号）に規定する

学校給食費の滞納整理等事務を適切に処理するため、直方市債権管理条例（平

成29年直方市条例第 21号）及び直方市債権管理条例施行規則（平成 31年直方市

規則第1号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（督促） 

第2条 市長は、毎月の定められた納付期限までに給食費を納付しない保護者等

（以下「滞納者」という。）に対し、納期限の翌日から 20日以内に督促状（様

式第1号）を発送するものとする。  

（納付指導等） 

第3条 市長は、前条に規定する督促をしてもなお、滞納給食費を納付しない滞納

者があるときは、滞納理由等を調査し、滞納者の状況に合わせて納付指導を行

うものとする。 

2 市長は、納付指導を行った滞納者について、債権管理台帳に納付状況及び納付

指導の経緯を記録するものとする。  

（分割納付誓約）  

第4条 市長は、前条に規定する納付指導を行った結果、滞納者が経済的事情その

他の理由で、滞納給食費を一括納付することが困難であると認められるときは、

学校給食費債務承認兼納付誓約書（以下「納付誓約書」という。）（様式第 2号）

を提出させることにより、分割納付を認めることができるものとする。ただし、

納付誓約書提出後に納付期限が到来する給食費について、当該の納付期限まで

に納付することを前提とする。  

2 納入金額は、原則として給食費月額の整数倍とする。また分割納付の回数及び

納付期限は、納付誓約書の提出から 12か月以内に完納する範囲内で認める。  

3 納付誓約書で定めた期限までに納付がない場合、期限を定めた分割納付不履行

通知書（様式第3号）を納付義務者に送付する。  

4 分割納付不履行通知書に定めた期限までに納付がない場合は、分割納付取消通

知書（様式第4号）を納付義務者に送付する。  

（児童手当からの徴収）  



第5条 市長は、第3条に規定する納付指導等により滞納者からの申出がある場合、

児童手当法（昭和46年法律第73号）第21条第1項及び第2項の規定に基づき、児

童手当から給食費の徴収を実施することができる。  

（督促状兼最終催告）  

第6条 市長は、第2条に規定する督促状を発送しても滞納給食費の納付がない又

は第4条に規定する学校給食費債務承認兼納付誓約書の提出をしない滞納者に

対し、督促状兼最終催告書（様式第 5号）を送付するものとする。  

2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する滞納者については、当該内容を

記載した滞納者の書面申請により審査し、適用又は適用しないものとする。  

(1) 生活保護世帯で、教育扶助費代理納付の手続を行った者  

(2) 主たる生計維持者の死亡又は失業により生活困窮が著しい状態にある者  

(3) 世帯主又は同居者が疾病により長期間の入院、療養を必要とする状態で給

食費の支払が困難な者  

(4) その他何らかの理由により生活困窮の著しい状態が明らかな者  

3 市長は、次の各号のいずれかに該当する滞納者については、督促状兼最終催告

を取り消すものとする。  

(1) 滞納給食費を完納した者  

(2) 納付誓約書を提出した者  

(3) 児童手当から徴収できる者  

（法的措置対象者の決定）  

第7条 市長は、次の各号のいずれかに該当する滞納者を裁判所にする訴えの提起

等の法的措置をとる対象となる者（以下「法的措置対象者」という。）として

決定するものとする。  

(1) 前条第1項に規定する督促状兼最終催告書を送付しても滞納給食費を納付

しない者 

(2) 第4条第4項により分割納付取消通知書を送付した者  

(3) 前条第3項第3号に規定する者のうち徴収できなかった者  

（法的措置） 

第8条 法的措置対象者として決定した滞納者に対しては、特別の事情がない限り、

民事訴訟法（平成8年法律第109号）の規定に基づき、滞納給食費の支払を求め

る法的措置をとるものとする。  

2 訴訟上の和解については、滞納給食費全額の納付及び今後の毎月の給食費を納



付期限内に納付することを条件とする。  

3 法的措置をとるに当たっては、地方自治法（昭和 22年法律第67号）第96条第1

項第12号の規定に基づき、議会の議決を得るものとする。ただし、同法第 180条

第1項の規定による議決による指定を受けたものを除く。  

4 法的措置対象者として決定した滞納者に対しては、法的措置通知書（様式第 6

号）を送付するものとする。 

（強制執行） 

第9条 判決等に基づく債務名義を得た場合又は和解条項に違反した場合、特別の

事情がない限り、民事執行法（昭和 54年法律第4号）第22条の規定に基づき強制

執行の申立てを行うものとする。  

（個人情報の保護）  

第10条 この要綱の施行に当たっては、直方市個人情報保護条例（平成 18年直方

市条例第20号）及び直方市個人情報保護条例施行規則（平成 18年直方市規則第

42号）の規定に基づき、児童、生徒及び保護者等の個人情報の保護に十分配慮

するものとする。  

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。  

 



様式第1号(第2条関係)

〒　 年　　月　　日

直方市長

未納学校給食費の内訳

年度 期分 円

この督促状は　年　　月　　日現在の収納状況により作成しています。
最近納付された方で、行き違いにこの文書が送付された場合は、ご了承願います。

お問い合わせ先　
担当課　
電話　
FAX　

　　　　　　　　　　　　様

督　　促　　状

　
　　　　　　　様の下記の学校給食費が未納となっております。
　つきましては、地方自治法施行令第171条の規定により督促しますので、下記の金額を指定
の納付期限までに納付書にて必ず納入してください。
指定納付期限までに納入がされない場合は、民事訴訟法の規定に基づき、滞納給食費の支
払を求める法的措置をとる場合がありますのでご注意ください。



 

様式第 2号(第４条関係) 

  年  月  日 

 

直方市長 様 

 

住所 

氏名              

（対象児童・生徒         分） 

連絡先  

 

 

学校給食費債務承認兼納付誓約書 

 

 私は、学校給食費について下記のとおり納付することを誓約します。なお、納入が滞

った際は、担当課へ連絡することとし、続けて不履行となった場合は、いかなる法的措

置を受けても、申し立てを行わないことを誓約します。 

 

記 

 

１．滞納学校給食費内訳（  年  月  日現在） 

年 度 学校給食費    備    考 

   

   

   

                   

合  計                 円  

 

２.納付計画書 

年・月    納付期限 納付金額 年・月   納付期限 納付金額 

 ・  年   月  日       円  ・  年  月   日         円 

 ・   年   月  日      円  ・   年  月  日         円 

 ・  年  月   日       円  ・  年  月   日         円 

 ・   年   月  日       円  ・   年  月  日         円 

 

 なお、これから納付期限が到来する学校給食費については、毎月末までに納付すること

も誓約します。 



 

様式第 3号(第４条関係) 

  年  月  日 

 

 様 

 

直方市長  

 

分割納付不履行通知書 

 

 納付誓約書に基づく納付が、本日現在不履行になっています。 

 つきましては、下記の納付期限までに必ず納入してください。 

 なお、納付も連絡もない場合は、「納付意思がないもの」とみなし、分割納付取消と

させていただきますのでご注意ください。 

（本状と行き違いに納付された場合は、ご容赦ください。） 

 

記 

 

        滞納金額              円  

        納付期限       年   月  日まで 

 

学校給食滞納金額明細書（   年  月  日現在） 

住所  

債務者名  

児童・生徒名  

学校名  学年     年 

年 度 月 納期限 未納額 

   円 

   円 

   円 

   円 

   円 

   円 

合 計       円 

 

 



 
様式第４号(第４条関係) 

  年  月  日 
 

 様 
 

直方市長  
 

分割納付取消通知書 
 

 分割納付の不履行を確認しました。 
 これにより納付意思がないことを確認しましたので、分割納付誓約を取り消します。

今後、民事訴訟法の規定に基づき、法的措置の手続きを行います。 
 

記 
 
        滞納金額              円  
        
 
学校給食滞納金額明細書（    年  月  日現在） 

住所  

債務者名  

児童・生徒名  

学校名  学年     年 

年 度 月 未納額 
                    円 
  円 

  円 
  円 
  円 

  円 
合計               円 

 
 



様式第5号(第6条関係)

様

直方市長

未納学校給食費の内訳

別紙　「未納学校給食費の内訳」に記載

$〒$

〒　 年　　月　　日

記

督 促 状 兼 最 終 催 告 書

＊この催告書は、　年　月　日現在の収納状況により作成しています。
　 最近納付された方で、行き違いにこの文書が送付された場合は、ご了承願います。
※お支払は既にお送りしている納付書でお支払ください。お手元にない場合は、
　 下記お問い合わせ先にご連絡ください。

 
 　　　　　　　様の学校給食費につきましては、以前からご連絡しているとおり、給
食費が未納となっております。
　つきましては、　年　月　日までに下記学校給食費を納入いただきますよう催告いた
します。上記納期限までに納付や誓約書の提出等がない場合は,「納付意志がないも
の」とみなし、民事訴訟法の規定に基づき、法的措置の手続きを進める準備に入りま
す。

お問い合わせ先　
担当課　
電話　
FAX　



別紙　「未納学校給食費の内訳」

未納学校給食費の額 円

期別 未納額（円） 対象年度 期別対象年度 未納額（円）



様式第６号(第８条関係) 

 

 年 月 日 

 

 様 

直 方 市 長  

 

 

 

法 的 措 置 通 告 書 

 

 

 あなたは、先に送付した督促状兼最終催告書による通知にもかかわらず依然

として、滞納給食費を納付しておりません。 

 このため、本市は、民事訴訟法の規定に基づき、あなたを相手方とする未納

給食費支払い督促の法的措置をとることを   年  月  日付で決定しま

した。 

 つきましては、この措置を直方簡易裁判所に対して行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【連絡先】 

  

ＴＥＬ：       ＦＡＸ： 

 



 

 

 

議案第２８号 

 

 

 

 

令和 3年度直方市子育て世帯等臨時特別支援事業（子育て世帯への臨時

特別給付（先行給付金））支給事務実施要綱の制定について 

 

 

 

令和 3年度直方市子育て世帯等臨時特別支援事業（子育て世帯への臨時

特別給付（先行給付金））支給事務実施要綱の制定について、別紙のとおり

提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 12月 17日 

           直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第 2条第 4号の規定により提案するもの

である。 

資料４ 

 



令和3年度直方市子育て世帯等臨時特別支援事業（子育て世帯への臨時特別

給付（先行給付金））支給事務実施要綱  

 

（目的） 

第1条 この要綱は、「令和3年度子育て世帯等臨時特別支援事業支給要領」（令

和3年11月26日付府政経運第399号内閣府政策政策統括官（経済財政運営担当）

通知）に基づき、新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、子育て世帯に

対して、臨時特別的な給付措置として実施する、令和 3年度の子育て世帯等臨時

特別支援事業（子育て世帯への臨時特別給付（先行給付金））に関し、必要な

事項を定める。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。  

(1) 子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金） 前条の目的を達するため

に、直方市（以下「市」という。）によって贈与される給付金をいう。  

(2) 支給対象者 別記第1に掲げる子育て世帯への臨時特別給付金が支給され

る者をいう。 

(3) 中学生支給対象者 中学生までの対象児童に係る支給対象者をいう。  

(4) 一般支給対象者等 中学生までの対象児童に係る支給対象者のうち、以前

及び現在の児童手当の受給記録等を基に、市が子育て世帯等臨時特別支援事

業（先行給付金）の支給の申込みを行う者をいう。  

(5) 高校生支給対象者 支給対象者のうち、平成15年4月2日から平成18年4月1

日の間に生まれた高校生（又はそれに準ずる児童）を養育する主たる生計維

持者をいう。 

(6) 新生児 令和3年10月1日以降令和4年3月31日までに生まれた児童（9月に

生まれた児童を含む。）のことをいう。なお、母子保健法（昭和 40年法律第

141号）に定める出生後28日未満の児童に限らない。  

(7) 新生児支給対象者 新生児を支給対象児童とした児童手当受給者（児童手

当法（昭和46年法律第73号。以下「法」という。）附則第 2条第1項の給付の

受給者を除く。）をいう。  

(8) 対象児童 別記第2に掲げる者をいう。  

（子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の支給等） 



第3条 市は、支給対象者に対し、この要綱の定めるところにより、子育て世帯等

臨時特別支援事業（先行給付金）を支給する。  

2 前項の規定により支給対象者に対して支給する子育て世帯等臨時特別支援事

業（先行給付金）の金額は、対象児童 1人につき50千円とする。  

（一般支給対象者に対する支給の申込み等）  

第4条 市は、一般支給対象者に対し、子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付

金）の支給の申込みを行う。  

2 一般支給対象者は、前項の申込みを受けた際、子育て世帯等臨時特別支援事業

（先行給付金）の受給の拒否を届け出ることができる。  

3 市長は、令和3年12月15日までに前項の届出がないときは、速やかに支給を決

定し、一般支給対象者に対し、子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）

を支給する。 

（一般支給対象者に対する支給の方式）  

第5条 一般支給対象者に対する市による支給は、第 1号に掲げる方式により行う。

ただし、監護する児童が死亡したことにより、令和 3年9月分の児童手当の支給

を受けず、児童手当の支給に当たって指定していた口座等を解約等しており、

子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の支給に支障が生じるおそれが

ある場合に限り第2号に掲げる支給方式を、申請者が金融機関に口座を開設して

いないこと、金融機関から著しく離れた場所に居住していることその他第 1号又

は第2号に掲げる方式による支給が困難な場合に限り第 3号に掲げる支給方式を

行う。 

(1) 児童手当口座振込方式 令和3年9月30日時点において市が把握する児童

手当振込時における指定口座に振り込む方式  

(2) 指定口座振込方式 前条第3項の支給決定前までに前号の指定口座の変更

を届け出、市が当該届出をした指定口座に振り込む方式。又は、第 2条第5号

に記載のある高校生支給対象者のうち、中学生までの対象児童がおらず、児

童手当指定振込口座が把握できない者が様式第 2号により指定した口座に振

り込む方式 

(3) 窓口現金受領方式 前条第3項の支給決定前までに第1号の口座の解約等

を届け出、市が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式  

（一般支給対象者等以外に係る申請受付開始日及び申請期限等）  

第6条 中学生支給対象者及び高校生支給対象者のうち、市が子育て世帯等臨時特



別支援事業（先行給付金）の支給の申込みを行った者以外の申請が必要となる

者に対して支給する本給付金に係る市の申請受付開始日は、中学生支給対象者

と高校生支給対象者ごとに（同日の場合を含む。）第 3項各号に掲げる申請方式

ごとに市長が別に定める日とする。  

2 申請期限は、やむを得ない場合を除き、前項の規定により定められた申請受付

開始日のうち最も早い日から令和 4年3月31日を目途に市長が別に定める日とす

る。 

3 支給対象者による申請及び市による支給は、次の各号に掲げる方式のいずれか

により行う。この場合、第3号に掲げる申請方式は、申請者が金融機関に口座を

開設していないこと、金融機関から著しく離れた場所に居住していることその

他第1号又は第2号に掲げる方式による支給が困難な場合に限り行う。  

(1) 郵送申請方式  申請者が申請書を郵送により市に提出し、市が申請者から

通知された金融機関の口座に振り込む方式  

(2) 窓口申請方式  申請者が申請書を市の窓口に提出し、市が申請者から通知

された金融機関の口座に振り込む方式  

(3) 窓口現金受領方式 申請者が申請書を郵送により、又は市の窓口において

市に提出し、市が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式  

4 市長は、前項の規定による申請の際、必要に応じて、公的身分証明書の写し等

を提出させ、又は提示させること等により、当該申請者の本人確認を行う。  

（新生児支給対象者に係る申請及び支給の方式）  

第7条 新生児支給対象者は、新生児出生時に行った児童手当の認定請求又は額改

定請求と合わせて様式第4号により子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付

金）の申請を行った者については、児童手当振込指定口座に本給付金を振り込

むこととする。児童手当の認定請求又は額改定請求をした後、様式第 4号により

別途本給付金について申請を行った場合には、既に設定されている児童手当振

込指定口座に振り込むことを原則としつつ、同様式に記載された振込指定口座

（支給前までに指定口座の変更を届け出ている場合は、当該届出をした指定口

座）に本給付金を振り込むこととする。なお、以前及び現在の児童手当受給の

記録や他の給付金受給の記録を基に子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付

金）の支給が可能な新生児支給対象者については、市長が、新生児支給対象者

に対し、支給の申込みを行う。  

2 申請及び支給に関しては前条第 3項及び第4項を準用する。 



（代理による申請）  

第8条 代理により前条第1項の申請を行うことができる者は、当該申請者の指定

した者であると認められる者その他市長が別に定める方法により適当と認める

者とする。 

（申請を要する支給対象者に対する支給の決定）  

第9条 市長は、第6条第3項及び第7条第1項の規定により提出された申請書を受理

したときは、速やかに内容を確認の上、支給を決定し、当該申請を要する支給

対象者に対し、子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）を支給する。  

（子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の支給等に関する周知）  

第10条 市長は、子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の実施に当たり、

支給対象者及び対象児童の要件、申請の方法、申請受付開始日等の事業の概要

について、広報その他の方法による住民への周知を行う。  

（申請が行われなかった場合等の取扱い）  

第11条 市長が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、申請を要する支

給対象者から第6条第2項の申請期限までに申請が行われなかった場合、当該支

給対象者が子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の支給を受けること

を辞退したものとみなす。  

2 市長が第4条第3項の規定による支給決定を行った後、市が把握する児童手当振

込時における指定口座（支給前までに指定口座の変更を届け出ている場合は、

当該届出をした指定口座）に子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）と

して支給を行う手続を行ったにもかかわらず、令和 4年12月31日までに指定口座

への振込が口座解約・変更等によりできない場合は、本件契約は解除される。  

3 市長が第9条の規定による支給決定を行った後、申請書の不備による振込不能

等があり、市が確認等に努めたにもかかわらず、申請書の補正が行われないこ

とその他支給対象者の責に帰すべき事由により支給ができなかったときは、当

該申請は取り下げられたものとみなす。  

（不当利得の返還）  

第12条 市長は、子育て世帯への臨時特別給付金の支給を受けた後に支給対象者

の要件に該当しなくなった者又は偽りその他不正の手段により子育て世帯等臨

時特別支援事業（先行給付金）の支給を受けた者に対し、支給を行った子育て

世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の返還を求める。  

（受給権の譲渡又は担保の禁止）  



第13条 子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）の支給を受ける権利は、

譲り渡し、又は担保に供してはならない。  

（その他） 

第14条 この要綱の実施のために必要な事項は、市長が別に定める。  

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。  

別記（第2条関係） 

第1 支給対象者 

1 子育て世帯等臨時特別支援事業（先行給付金）（以下「子育て特別給付金」

という。）は、令和3年9月分の法による児童手当（以下「児童手当」という。）

の受給者及び令和4年3月31日までに出生した新生児の児童手当受給者（法附

則第2条第1項の給付の受給者を除く。）については、子育て特別給付金を支

給する。 

2 1の規定にかかわらず、子育て特別給付金は、次の表の左欄に掲げる場合に

ついて、それぞれ同表の右欄に掲げる者に対して支給する。ただし、既に 1に

規定する者（以下「受給者等」という。）に対して子育て特別給付金の支給

が決定されている場合には、この限りでない。  

3 1及び2の規定にかかわらず、子育て特別給付金は、次の表の左欄に掲げる場

合について、それぞれ同表の右欄に掲げる者に対して支給する。ただし、既

に1又は2に規定する者（以下「受給者等」という。）に対して子育て特別給

付金の支給が決定されている場合には、この限りでない。  

① 令和3年9月30日の基準日（以下「基準日」

という。）後に受給者等が死亡した場合（こ

の2の規定により子育て特別給付金を支給さ

れる者が、当該者に対して子育て特別給付金

の支給が決定されるまでの間に死亡した場

合を含む。） 

左欄に掲げる者が死亡した日の

属する月の翌月分の当該者に係

る支給要件児童に係る児童（法第

4条第1項第1号に規定する支給要

件児童をいう。以下同じ。）に係

る児童手当の支給を受ける者又

は左欄に掲げる者の死亡した日

以後に高校生を養育する者その

他これに準ずるものとして適当



と認められる者 

② 基準日の翌日から子育て特別給付金の支

給が決定されるまでの間に、受給者等に係る

児童が中学校修了前の施設入所等児童（法第

4条第1項第1号に規定する中学校終了前の施

設入所等児童をいう。）若しくは里親等へ委

託され又は障害児入所施設等へ入所若しく

は入院している高校生（以下「高校生の施設

入所等」という。）であることを受給者等に

子育て特別給付金を支給する市町村（特別区

を含む。以下同じ。）が把握した場合  

左欄に掲げる中学校終了前の施

設入所等児童又は高校生の施設

入所等児童が委託されている里

親等若しくは左欄に掲げる中学

校終了前の施設入所等児童が入

所若しくは入院をしている障害

児入所施設等の設置者（以下「施

設等受給資格者」という。）  

③ 基準日の翌日から子育て特別給付金の支

給が決定されるまでの間に、受給者等からの

暴力を理由に避難し、当該者受給者等と生計

を別にしている当該受給者等の配偶者（現に

第2の対象児童を監護し、かつ、これと生計

を同じくする者に限る。）がその避難先の市

町村において、当該対象児童に係る法第 7条

第1項の規定による認定の請求をし、当該避

難先の市町村による当該認定の請求に関す

る通知が受給者等に対して子育て特別給付

金を支給する市町村に到達した場合又はこ

れに準ずる手続を行った場合  

左欄に掲げる当該者の配偶者  

第2 対象児童 

第1に規定する者（以下「支給対象者」という。）に支給される子育て特別給

付金の対象児童（子育て特別給付金の支給額の算定の基礎となる児童をいう。）

は、次のア～エに掲げる者とする。  

ア 支給対象者に支給される令和3年9月分の児童手当に係る児童  

イ 基準日において支給対象者に養育される高校生  

ウ 基準日において里親等に委託され又は障害児入所施設等へ入所若しくは入

院している高校生の施設入所等児童  

エ 基準日の翌日から令和4年3月31日までの間に出生した児童  



 



○ １２月定例市議会一般質問について 

 

(1) 宮園 祐美子 議員 

〇子育て環境について・・・・学校教育課、こども育成課 

 

通学路の安全対策は、登下校の見守りや交通安全プログラムで対応している。幼稚園

等の送迎バスは、園が作成しているマニュアルに沿って運用している。保護者からの相

談は、基本的には各園や学校が受け付けるが、他の機関でも対応は可能である。 

子育て関連施設の導線整備は困難な課題であるが努力していく。 

 

（2）安永 浩之 議員 

〇遠賀川河川敷の利活用について・・・・・文化・スポーツ推進課 

 

スケートボード場整備については、筑豊地域での団体設立に向けた動きや周辺地域で

の取組みを注視し関係者と協議をしたい。 

また、自転車道沿いのイベントは「おはようサイクリング」等数多くの大会が催され

ている。河川敷でのイベント支援については、感染状況等を鑑み行っている。 

 

(3) 紫村 博之 議員 

〇自殺予防対策と市内事業者に対する支援について・・・・学校教育課 

 

本市では、自殺防止対策として県の健康相談に関する窓口や、２４時間対応できる自殺予

防のホットラインと連携して対応している。 

学校では、ＳＯＳの出し方教育推進やＨＳＣ（人一倍繊細な子ども）の心のケア等の支援

をしている。 

市内事業者に対しては、各種支援金の交付や消費活動促進事業を実施している。 

 

 (4) 澄田 和昭 議員 

〇「ＧＩＧＡスクール構想」今日までの進捗状況と問題点について・・・・学校教育課 

 

ＧＩＧＡスクール構想を進めていく中で、タブレットの持ち帰りの際のセキュリティや破

損、通信環境等、整理しなければならない問題があり、それぞれに対応している。 

また、ＩＣＴ支援員の活用や教育委員会主催の研修会の実施により教職員の負担軽減に努

める。 

 

 

 

資料 ５ 



〇「ハートフル奨学金」大学・短大・専門学校等にも使える新制度の創設について 

・・・・学校教育課 

現在高校生に対し給付型の奨学金を実施しているが、大学生までを対象とする奨学金の新

設は難しい。昨年度創設された日本学生支援機構の給付型奨学金は、条件が以前より緩和さ

れるなど利用しやすい内容となっており、今後はハートフル奨学金を受給している生徒など

に積極的に周知したい。 

 

(5)髙宮 誠 議員 

〇直方市における教育について・・・・・ 学校教育課 

 

学力向上の方策として、タブレット等を活用した学習や陰山メソッドを取り入れた徹底反復

学習を実施している。それぞれに課題もあるが、これらを実施することにより、学習効果が

高まり学力アップに繋がると期待している。 

また、９年間を見据えた小中一貫教育も取り組みの成果が出ており、今後も継続していく。 

 



令和４年度直方市ハートフル奨学金について   

  

１．直方市ハートフル奨学金とは 

   将来の夢に向かって頑張る高校生（高等専門学校生）を経済的に援助することで、 

将来、市の発展に寄与する人材の育成を図ることを目的とした、返還の必要のない 

給付型(月２０,０００円)の奨学金です。 

 

２．令和４年度奨学金 応募状況 

  ○ 周知（広報）方法・期間 

   ・ 周知方法  市報 及び 本市のホームページに募集記事を掲載 

           中学校・高校へ募集要項とチラシを配布 

・ 募集期間 ７月２０日～８月３１日 

○ 申請件数 

 中３ 高１ 高２ 高３ 

新規申請者（中３） 

現奨学生（高１～高３） 
９名 ４名 ５名 ６名 

追加募集  ２名   

合計 ９名 ６名 ５名 ６名 

 

３． 資格要件 

・ 成績優秀者 

     全教科における５段階評価の平均値が３．５以上もしくは、芸能・スポーツ等特定の専

門分野において高い能力を有するもの 

・ 学資の支弁が困難である者 

 世帯の所得額が要保護者もしくは、準要保護者基準と同程度のもの 

 

４．面談審査について 

〇 直方市ハートフル奨学金審議会 

 令和３年１１月７日（日）１２：３０～ 

○ 対象者の概要（書類審査結果）   

中３→６名（うち１名辞退）   

追加募集 高１→２名   

現奨学生 高１→４名 現奨学生 高２→５名              

合計１７名（うち１名辞退） 

   ※中学３年生及び追加募集の高校１年生は個人面談とし、現奨学生の高校１．２年生は集団面談とする。 

○ 面談審査の主旨・評定の要素・着眼点 

     面接審査を通して、生徒の熱意、人柄、将来性等を判断し、ハートフル奨学金の受給者

としてふさわしい奨学金応募者を選考する。（積極性 将来性 社会性の３つ要素で評価） 

  

５.結果について 

   ・中３→５名  高１→５名（うち１名追加募集） 高２→５名   合計１５名 
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学校名 １　年 ２　年 ３　年 ４　年 ５　年 ６　年 計 差引 区域外条件

弾力化＋ 2 2

弾力化－ 5 5

弾力化＋ 6 6

弾力化－ 7 7

弾力化＋ 3 1 4

弾力化－ 9 9

弾力化＋ 17 17

弾力化－ 3 3

弾力化＋ 6 6

弾力化－ 7 7

弾力化＋ 5 5

弾力化－ 6 6

弾力化＋ 8 8

弾力化－ 6 6

弾力化＋ 1 1

弾力化－ 3 3

弾力化＋ 3 3

弾力化－ 2 2

弾力化＋ 4 4

弾力化－ 5 1 6

弾力化＋ 5 5

弾力化－ 7 7

弾力化＋ 60 0 0 0 1 0 61

弾力化－ 60 0 0 0 1 0 61

学校名 １　年 ２　年 ３　年 計 差引 区域外条件

弾力化＋ 7 7

弾力化－ 8 8

弾力化＋ 8 8

弾力化－ 15 15

弾力化＋ 15 15

弾力化－ 25 25

弾力化＋ 21 21

弾力化－ 3 3

弾力化＋ 51 0 0 51

弾力化－ 51 0 0 51

112 0
112 0

小学校 中学校 R3 R2 R1 Ｈ３０ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２７ Ｈ２６

全体件数 61 51 112 177 144 176 187 165 188 190
弾力化 61 51 112 129 112 140 124 103 132 119
区域外 0 0 0 48 32 36 63 62 56 71

※「区外数」は現在、区域外申請者で、既に希望学校に在籍している者（R3からは対象者なし）

0

0

中学校計 0

小中合計
弾力化＋

弾力化－

直方第三中 -10 

植木中 18

直方第一中 -1 

直方第二中 -7 

直方東小 -2 

小学校計 0

中泉小 1

植木小 -2 

-1 

下境小 2

福地小 -2 

感田小 -1 

上頓野小 -1 

直方西小 -5 

新入小 14

令和4年度入学・転入学者弾力化に伴う移動一覧 （11月 22日時点）

直方南小 -3 

直方北小
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令和４年度特別支援学級等の入退級に係る状況について  

 

１．教育支援委員会の審議について 

（１）第１回教育支援委員会（９月１１（土）実施） 

 

  審議対象者：未就学児 １７名   児童生徒 ２５名    計 ４２名 

 

  審議の結果：特別支援学校就学該当  未就学児  ５名  児童生徒  ０名 

        特別支援学級入級該当  未就学児 １２名  児童生徒 １８名 

（知的 4､情緒 8）  （知的 5､情緒 12､難聴 1）   

（＊ 通常学級から特別支援学級への転籍 児童生徒 ３名） 

        通常学級転籍                児童生徒  ６名 

        通級による指導該当   未就学児  ０名  児童生徒  １名 

            

  同意・不同意： 同意  未就学児  １７名   児童生徒 ２５名 

  不同意 未就学児   ０名   児童生徒  ０名 

 

 

（２）第２回教育支援委員会（１１月１３日（土）実施） 

 

  審議対象者：未就学児：１３名    児童生徒：２７名 

 

  審議の結果：特別支援学校就学該当  未就学児 ０名  児童生徒 ０名 

        特別支援学級入級該当  未就学児１２名  児童生徒１８名 

（知的 4､情緒 8） （知的 5､情緒 13） 

             （＊ 通常学級から特別支援学級への転籍 児童生徒 13名） 

        通常学級転籍               児童生徒 ７名 

        通級による指導該当   未就学児 １名  児童生徒 ２名 

                

 同意・不同意： 同意  未就学児 １３名   児童生徒 ２７名 

  不同意 未就学児  ０名   児童生徒  ０名 

 

 

２．就学事務について 

○ 特別支援学級及び通級による指導の入退級通知    １月下旬 

○ 特別支援学校就学該当者個人票等の提出（県教委）  １２月１０日 
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直方市教育委員会
日 曜 直方市 学校行事 振替

1 土 元日

2 日

3 月

4 火

5 水

6 木

7 金 職員会議(中 東) 生徒会リーダー研修会(植中) 北九州教育事務所教育論文表彰式

8 土

9 日 ◎直方市成人式（ユメニティのおがた）

10 月 成人の日

11 火 始業式 職員会議(新 感 下 植小 三) 福岡県指導主事等研修会③

12 水
◎定例校長会議（10：00～　503，504)
給食開始(中)

学習定着度・課題テスト(中学校)
委員会活動(西)

13 木
◎教育長面談
給食開始(小)

オンライン英会話(新) 委員会活動(福)
若年教員研修(栄養教諭)１年目②【体研】
人権教育指導者養成連続講座⑦

14 金
◎教育長面談
第２回　直方市１４才チャレンジウィーク　運営委員会・学校部会（予定）
１５：３０～５０１会議室

クラブ活動(下) 規範意識学習(下) 代表委員会(中) 中央研修報告会②

15 土

16 日

17 月 ◎教育長面談 修学旅行(二) 避難訓練(北 中 植小 東)

18 火 ◎直方一中フォローアップ訪問 修学旅行(二) 避難訓練(新)

学校動物飼育支援協議会
中堅教諭等資質向上研修(小)④【県センター】
中堅教諭等資質向上研修(養護教諭)⑤【県センター】中堅教諭等
資質向上研修(栄養教諭)④【県センター】

19 水 ◎直方三中フォローアップ訪問
修学旅行(二) 租税教室(南) 委員会活動(感 植小)
避難訓練(上) 職員会議(植中) 代表委員会(西)

福岡県幼稚園新規採用教員研修⑦
中堅教諭等資質向上研修(中)④【県センター】

20 木
救急救命研修(感) 職員会議(福 中) 移動図書館(中)
委員会活動(東) 生徒会選挙(一)

若年教員研修(養護教諭)１年目⑥【体研】
学ぶことに挑み続ける子どもを育む鍛ほめプロジェクト調査研究
連絡会議②【県センター】

21 金 ◎小中一貫教育推進本部会（15：30～　808）
オンライン英会話(下) 委員会活動(中) 夢授業(二)
市立高校推薦・専願入試(中学校)

22 土

23 日

24 月 ◎教育委員会訪問(午前 直方三中) ふれあい交流(新) 職員会議(新)

25 火 オンライン英会話(中) 人権教育研究推進事業運営協議会②

26 水 ◎第３回 学力向上検証委員会 15:00～8階大会議室
オンライン英会話(感) 代表委員会(感)
居住地校交流(下) 代表委員会(植小)
県立特色化選抜入試(中学校)

若年教員研修(栄養教諭)１年目連絡協議会②

27 木 小中一貫教育推進委員会（15：30～　503,504) 県立特色化選抜入試(中学校)
福岡県幼児教育・保育推進協議会
福岡県幼稚園新規採用教員研修運営協議会

28 金 ◎教育委員会訪問(午前 直方東)
体力づくり集会(南) 授業参観(北 感 植小)
居住地校交流(下) クラブ活動(中)
英検IBAテスト(中学校)

若年教員研修(養護教諭)１年目連絡協議会②

29 土

30 日 日曜参観(新)

31 月 オンライン英会話(南) 租税教室(福)
校長研修会③
ＡＬＴ研修会⑥ 新

北九州教育事務所・教育センター等

備
　
　
考

令和３年度　１月行事予定


